
















































の理解を深めるために，2016 年 2 月に厚生労働省から「事業場における治療と職業生活の両立支


























（2）　本稿は，千葉大学公開シンポジウム「ワーク・ライフ・バランス概念の学際的再検討」（2018 年 2 月 13 日，千
葉大学）での報告を加筆したものである。
（3）　厚生労働省第 13 次労働災害防止計画（2018 年度～ 2022 年度）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/




































































全機構 National Institute of Occupational Safety and Health（NIOSH）が提唱した職業ストレスモ
デル（次頁図 3）である。このモデルでは，職場でのストレス要因がどのような経路で抑うつなど
のメンタルヘルスや病気欠勤などの行動変化に至るかを示しており，個人要因と仕事外要因，さら
（4）　Aline D. Masuda（2013）“Work-life policies and practices across countries”, Debra M. Major eds. Handbook of 
work-life integration among professionals, Edward Elgar Publishing Limited.
（5）　Chandola, T., Martilainen, P., Bartley, M., et al.（2004）“Does conflict between home and work explain the 
effect of multiple roles on mental health? A comparative study of Finland, Japan, and the UK.” International 
Journal of Epidemiology, 33, 884-893.
（6）　厚生労働省「労働者健康状況調査」。






の過程でワーク・ライフ・バランスを図る「仕事外要因」の 7 項目の α 係数が 0.44 と極端と低かっ
たため内的整合性が得られなかったとして，この項目を抜いて信頼性と妥当性が検証されていた（8）。
（8）　原谷隆史（1998）「質問紙による健康測定 第 8 回 NIOSH 職業性ストレス調査票」『産業衛生学雑誌』公益社団
法人日本産業衛生学会，第 40 巻第 2 号，A31-32。
図 2　心理的負荷による精神障害の認定基準の概要








・発病直前の連続した 2 ケ月間に，1 月当たり約 20 時間以上
・発病直前の連続した 3 ケ月間に，1 月当たり約 100 時間以上
・「中」の出来事後に，月 100 時間程度等







































































コントロールモデル（Job-demands-control model，以下 JD-C モデル）がある。このモデルでは労
働時間や仕事の質などの要求度が高くても，どのように仕事を進めるかという自己裁量権が高けれ
ば，メンタルヘルスへの影響は軽減されることを示しており，仕事役割が中心の男性労働者ではあ










間」の設定は必要だろう。健康を維持する上で生理的に必要な睡眠時間の目安が 1 日 6 時間以上で
あるから，これを法的に確保して労働者の健康を護ることは重要である。「裁量労働の拡大」につ
いては JD-C モデルでも示したとおり労働者のストレスを軽減する効果があるので上手く使えば好
ましいと考える。まだ若く裁量権が少ない労働者や育児・介護等の家族役割を担う女性労働者に
とって，裁量権の拡大は有効なワーク・ライフ・バランス支援となるだろう。ただ，裁量労働の拡
大と引き換えに仕事量の増加や労働時間の拡大を想定しているならば，その効果は相殺されてしま
い意味がなくなると考える。経営的なメリットばかりが優先されすぎないよう注意が必要である。
「高度プロフェッショナル制度の導入」については，健康課題というより経営的な必要性から導入
が検討されているものであり，産業保健の視点から意見を述べることは難しい。ただ基本的な考え
方は裁量労働制の導入と同じであり，仕事の自由度裁量度を高める点では健康にポジティブな影響
をもたらすと思われるが，この制度の導入が過重労働の促進や睡眠時間・生活時間の減少につなが
る可能性が高いなら，それは産業保健の目指す目的と相反することになる。
　日本看護協会では，看護職の離職防止と職場への定着を目的として，病院管理者向けに協会本部
と都道府県の看護協会が連携して積極的にワーク・ライフ・バランスを推進している。これらの制
度改革が医療機関全体の安全衛生体制の構築や産業保健スタッフの配置など産業保健の視点を盛り
込んだ「働き方改革」につながることを願う。これは一般企業にも応用できるものである。
　おわりに
　産業保健分野における制度上の課題として，雇用不安が大きい非正規労働者や請負事業者，派遣
労働者に対しては，事業者が責任主体となって産業保健活動を提供するわが国の仕組みに限界があ
ることが指摘されてきている。ワーク・ライフ・バランス支援も企業努力に依存するかぎり，職場
格差は拡大するであろう。労働者が働く事業場の規模や働き方にかかわらず，産業保健の専門家に
アクセス可能で，かつ健康が維持できる社会制度や働き方を国が保証する，北欧のような体制や制
度も参考にした制度の再構築が必要と考える。
 （わたい・いずみ　名古屋大学大学院医学系研究科准教授）　
